
議案第９０号 

   さいたま市指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営の基準等に関

する条例等の一部を改正する条例の制定について

 さいたま市指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営の基準等に関する

条例等の一部を改正する条例を次のように定める。

  令和３年６月９日提出

さいたま市長 清 水 勇 人

   さいたま市指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営の基準等に関

する条例等の一部を改正する条例

 （さいたま市指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営の基準等に関す

る条例の一部改正）

第１条 さいたま市指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営の基準等に

関する条例（平成２４年さいたま市条例第５８号）の一部を次のように改正する。

  次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

 改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。

  ⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。

  ⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。

  ⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。

改正後 改正前

目次 目次

 第１章～第１７章 ［略］  第１章～第１７章 ［略］

 第１８章 雑則（第２０４条）

 附則  附則

第２０３条 ［略］ 第２０３条 ［略］

   第１８章 雑則

 （電磁的記録等）

第２０４条 指定障害福祉サービス事業者及びその

従業者は、作成、保存その他これらに類するもの

のうち、この条例の規定において書面（書面、書

類、文書、謄本、抄本、正本、副本、複本その他

文字、図形等人の知覚によって認識することがで



きる情報が記載された紙その他の有体物をいう。

以下この条において同じ。）で行うことが規定さ

れている又は想定されるもの（第１１条第１項（

第４４条第１項及び第２項、第４４条の４、第４

９条第１項及び第２項、第９５条、第９５条の５、

 第１２３条、第１４９条、第１４９条の４、第１

５９条、第１５９条の４、第１７２条、第１８５

条、第１９０条、第１９４条、第１９４条の１２

並びに第１９４条の２０において準用する場合を

含む。）、第１５条（第４４条第１項及び第２項、

 第４４条の４、第４９条第１項及び第２項、第７

８条、第９５条、第９５条の５、第１１０条、第

１１０条の４、第１２３条、第１４９条、第１４

９条の４、第１５９条、第１５９条の４、第１７

２条、第１８５条、第１９０条、第１９４条、第

１９４条の１２、第１９４条の２０、第２０１条、

 第２０１条の１１並びに第２０１条の２２におい

て準用する場合を含む。）、第５４条第１項、第

１０４条第１項（第１１０条の４において準用す

る場合を含む。）、第１９８条の３第１項（第２

０１条の１１及び第２０１条の２２において準用

する場合を含む。）及び次項に規定するものを除

く。）については、書面に代えて、当該書面に係

る電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人

の知覚によっては認識することができない方式で

作られる記録であって、電子計算機による情報処

理の用に供されるものをいう。）により行うこと

ができる。

２ 指定障害福祉サービス事業者及びその従業者は、

 交付、説明、同意、締結その他これらに類するも

の（以下「交付等」という。）のうち、この条例

の規定において書面で行うことが規定されている

又は想定されるものについては、当該交付等の相

手方の承諾を得て、当該交付等の相手方が利用者

である場合には当該利用者に係る障害の特性に応

じた適切な配慮をしつつ、書面に代えて、電磁的

方法（電子的方法、磁気的方法その他人の知覚に

よって認識することができない方法をいう。）に

よることができる。

 （さいたま市指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営の基準等に関す

る条例等の一部を改正する条例の一部改正）

第２条 さいたま市指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営の基準等に

関する条例等の一部を改正する条例（令和３年さいたま市条例第１８号）の一部を

次のように改正する。

  次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、



 改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。

  ⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。

  ⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。

  ⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。

改正後 改正前

   附 則    附 則

１～１３ ［略］ １～１３ ［略］

１４ この条例の施行の際現に旧指定通所支援条例

第７９条第１項に規定する基準該当放課後等デイ

サービスに関する基準を満たしている基準該当放

課後等デイサービス事業者（次項において「旧基

準該当放課後等デイサービス事業者」という。）

については、新指定通所支援条例第７９条第１項

の規定にかかわらず、令和５年３月３１日までの

間は、なお従前の例による。

１４ この条例の施行の際現に旧指定通所支援条例

第７９条第１項に規定する基準該当放課後等デイ

サービス支援に関する基準を満たしている基準該

当放課後等デイサービス事業者（次項において「

旧基準該当放課後等デイサービス事業者」という。

 ）については、新指定通所支援条例第７９条第１

項の規定にかかわらず、令和５年３月３１日まで

の間は、なお従前の例による。

１５～２０ ［略］ １５～２０ ［略］

 （さいたま市指定障害者支援施設の人員、設備及び運営の基準等に関する条例の一

部改正）

第３条 さいたま市指定障害者支援施設の人員、設備及び運営の基準等に関する条例

（平成２４年さいたま市条例第５９号）の一部を次のように改正する。

  次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

 改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。

  ⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。

  ⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。

  ⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。

改正後 改正前

目次 目次

 第１章～第３章 ［略］  第１章～第３章 ［略］

 第４章 雑則（第６２条）

 附則  附則

第６１条 ［略］ 第６１条 ［略］

   第４章 雑則



 （電磁的記録等）

第６２条 指定障害者支援施設及びその従業者は、

作成、保存その他これらに類するもののうち、こ

の条例の規定において書面（書面、書類、文書、

謄本、抄本、正本、副本、複本その他文字、図形

等人の知覚によって認識することができる情報が

記載された紙その他の有体物をいう。以下この条

において同じ。）で行うことが規定されている又

は想定されるもの（第１２条第１項、第１６条及

び次項に規定するものを除く。）については、書

面に代えて、当該書面に係る電磁的記録（電子的

方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識

することができない方式で作られる記録であって、

 電子計算機による情報処理の用に供されるものを

いう。）により行うことができる。

２ 指定障害者支援施設及びその従業者は、交付、

説明、同意、締結その他これらに類するもの（以

下「交付等」という。）のうち、この条例の規定

において書面で行うことが規定されている又は想

定されるものについては、当該交付等の相手方の

承諾を得て、当該交付等の相手方が利用者である

場合には当該利用者に係る障害の特性に応じた適

切な配慮をしつつ、書面に代えて、電磁的方法（

電子的方法、磁気的方法その他人の知覚によって

認識することができない方法をいう。）によるこ

とができる。

 （さいたま市障害福祉サービス事業の設備及び運営の基準に関する条例の一部改正

）

第４条 さいたま市障害福祉サービス事業の設備及び運営の基準に関する条例（平成

２４年さいたま市条例第６０号）の一部を次のように改正する。

  次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

 改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。

  ⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。

  ⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。

  ⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。

改正後 改正前

目次 目次

 第１章～第９章 ［略］  第１章～第９章 ［略］

 第１０章 雑則（第９１条）



 附則  附則

第９０条 ［略］ 第９０条 ［略］

   第１０章 雑則

 （電磁的記録等）

第９１条 障害福祉サービス事業者及びその職員は、

 作成、保存その他これらに類するもののうち、こ

の条例の規定において書面（書面、書類、文書、

謄本、抄本、正本、副本、複本その他文字、図形

等人の知覚によって認識することができる情報が

記載された紙その他の有体物をいう。以下この条

において同じ。）で行うことが規定されている又

は想定されるもの（次項に規定するものを除く。

）については、書面に代えて、当該書面に係る電

磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知

覚によっては認識することができない方式で作ら

れる記録であって、電子計算機による情報処理の

用に供されるものをいう。）により行うことがで

きる。

２ 障害福祉サービス事業者及びその職員は、交付、

 説明、同意、締結その他これらに類するもの（以

下「交付等」という。）のうち、この条例の規定

において書面で行うことが規定されている又は想

定されるものについては、当該交付等の相手方の

承諾を得て、当該交付等の相手方が利用者である

場合には当該利用者に係る障害の特性に応じた適

切な配慮をしつつ、書面に代えて、電磁的方法（

電子的方法、磁気的方法その他人の知覚によって

認識することができない方法をいう。）によるこ

とができる。

 （さいたま市地域活動支援センターの設備及び運営の基準に関する条例の一部改正

）

第５条 さいたま市地域活動支援センターの設備及び運営の基準に関する条例（平成

２４年さいたま市条例第６１号）の一部を次のように改正する。

  次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

 改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。

  ⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。

  ⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。



  ⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。

改正後 改正前

 （電磁的記録等）

第２２条 地域活動支援センター及びその職員は、

記録、保存その他これらに類するもののうち、こ

の条例の規定において書面（書面、書類、文書、

謄本、抄本、正本、副本、複本その他文字、図形

等人の知覚によって認識することができる情報が

記載された紙その他の有体物をいう。以下この条

において同じ。）で行うことが規定されている又

は想定されるもの（次項に規定するものを除く。

）については、書面に代えて、当該書面に係る電

磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知

覚によっては認識することができない方式で作ら

れる記録であって、電子計算機による情報処理の

用に供されるものをいう。）により行うことがで

きる。

２ 地域活動支援センター及びその職員は、説明、

同意その他これらに類するもの（以下「説明等」

という。）のうち、この条例の規定において書面

で行うことが規定されている又は想定されるもの

については、当該説明等の相手方の承諾を得て、

当該説明等の相手方が利用者である場合には当該

利用者に係る障害の特性に応じた適切な配慮をし

つつ、書面に代えて、電磁的方法（電子的方法、

磁気的方法その他人の知覚によって認識すること

ができない方法をいう。）によることができる。

 （さいたま市福祉ホームの設備及び運営の基準に関する条例の一部改正）

第６条 さいたま市福祉ホームの設備及び運営の基準に関する条例（平成２４年さい

たま市条例第６２号）の一部を次のように改正する。

  次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

 改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。

  ⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。

  ⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。

  ⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。

改正後 改正前

 （電磁的記録等）

第２０条 福祉ホーム及びその職員は、記録、保存

その他これらに類するもののうち、この条例の規

定において書面（書面、書類、文書、謄本、抄本、



 正本、副本、複本その他文字、図形等人の知覚に

よって認識することができる情報が記載された紙

その他の有体物をいう。以下この条において同じ。

 ）で行うことが規定されている又は想定されるも

の（次項に規定するものを除く。）については、

書面に代えて、当該書面に係る電磁的記録（電子

的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認

識することができない方式で作られる記録であっ

て、電子計算機による情報処理の用に供されるも

のをいう。）により行うことができる。

２ 福祉ホーム及びその職員は、説明、同意その他

これらに類するもの（以下「説明等」という。）

のうち、この条例の規定において書面で行うこと

が規定されている又は想定されるものについては、

 当該説明等の相手方の承諾を得て、当該説明等の

相手方が利用者である場合には当該利用者に係る

障害の特性に応じた適切な配慮をしつつ、書面に

代えて、電磁的方法（電子的方法、磁気的方法そ

の他人の知覚によって認識することができない方

法をいう。）によることができる。

 （さいたま市障害者支援施設の設備及び運営の基準に関する条例の一部改正）

第７条 さいたま市障害者支援施設の設備及び運営の基準に関する条例（平成２４年

さいたま市条例第６３号）の一部を次のように改正する。

  次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

 改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。

  ⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。

  ⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。

  ⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。

改正後 改正前

目次 目次

 第１章・第２章 ［略］  第１章・第２章 ［略］

 第３章 雑則（第４６条）

 附則  附則

第４５条の２ ［略］ 第４５条の２ ［略］

   第３章 雑則

 （電磁的記録等）

第４６条 障害者支援施設及びその職員は、作成、



保存その他これらに類するもののうち、この条例

の規定において書面（書面、書類、文書、謄本、

抄本、正本、副本、複本その他文字、図形等人の

知覚によって認識することができる情報が記載さ

れた紙その他の有体物をいう。以下この条におい

て同じ。）で行うことが規定されている又は想定

されるもの（次項に規定するものを除く。）につ

いては、書面に代えて、当該書面に係る電磁的記

録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によ

っては認識することができない方式で作られる記

録であって、電子計算機による情報処理の用に供

されるものをいう。）により行うことができる。

２ 障害者支援施設及びその職員は、交付、説明、

同意、締結その他これらに類するもの（以下「交

付等」という。）のうち、この条例の規定におい

て書面で行うことが規定されている又は想定され

るものについては、当該交付等の相手方の承諾を

得て、当該交付等の相手方が利用者である場合に

は当該利用者に係る障害の特性に応じた適切な配

慮をしつつ、書面に代えて、電磁的方法（電子的

方法、磁気的方法その他人の知覚によって認識す

ることができない方法をいう。）によることがで

きる。

 （さいたま市指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営の基準等に関する条例の

一部改正）

第８条 さいたま市指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営の基準等に関する条

例（平成２４年さいたま市条例第６４号）の一部を次のように改正する。

  次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

 改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。

  ⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。

  ⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。

  ⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。

改正後 改正前

目次 目次

 第１章～第８章 ［略］  第１章～第８章 ［略］

 第９章 雑則（第９３条）

 附則  附則

 （従業者の員数）  （従業者の員数）

第６条 ［略］ 第６条 ［略］



２～４ ［略］ ２～４ ［略］

５ 第１項第１号及び前２項の指定児童発達支援の

単位は、指定児童発達支援であって、その提供が

同時に一又は複数の障害児に対して一体的に行わ

れるものをいう。

５ 第１項第１号及び第２項の指定児童発達支援の

単位は、指定児童発達支援であって、その提供が

同時に一又は複数の障害児に対して一体的に行わ

れるものをいう。

６～８ ［略］ ６～８ ［略］

第７条 ［略］ 第７条 ［略］

２～６ ［略］ ２～６ ［略］

７ 第１項第２号ア、第４項第１号及び次項の指定

児童発達支援の単位は、指定児童発達支援であっ

て、その提供が同時に一又は複数の障害児に対し

て一体的に行われるものをいう。

７ 第１項第２号ア及び第４項第１号の指定児童発

達支援の単位は、指定児童発達支援であって、そ

の提供が同時に一又は複数の障害児に対して一体

的に行われるものをいう。

８ ［略］ ８ ［略］

 （従業者の員数）  （従業者の員数）

第７３条 ［略］ 第７３条 ［略］

２～４ ［略］ ２～４ ［略］

５ 第１項第１号及び前２項の指定放課後等デイサ

ービスの単位は、指定放課後等デイサービスであ

って、その提供が同時に一又は複数の障害児に対

して一体的に行われるものをいう。

５ 第１項第１号及び第２項の指定放課後等デイサ

ービスの単位は、指定放課後等デイサービスであ

って、その提供が同時に一又は複数の障害児に対

して一体的に行われるものをいう。

６～８ ［略］ ６～８ ［略］

 （従業者の員数に関する特例）  （従業者の員数に関する特例）

第９０条 多機能型事業所（この条例に規定する事

業のみを行う多機能型事業所に限る。）に係る事

業を行う者に対する第６条第１項から第３項まで

及び第５項、第７条（第３項及び第６項を除く。

）、第６３条、第７３条第１項から第３項まで及

び第５項、第８１条の３第１項並びに第８３条第

１項の規定の適用については、第６条第１項中「

事業所（以下「指定児童発達支援事業所」という。

 ）」とあるのは「多機能型事業所」と、同項第１

号中「指定児童発達支援事業所」とあるのは「多

機能型事業所」と、「指定児童発達支援の」とあ

るのは「指定通所支援の」と、同条第２項中「指

定児童発達支援事業所」とあるのは「多機能型事

業所」と、同条第３項及び第５項中「指定児童発

達支援」とあるのは「指定通所支援」と、第７条

第１項中「指定児童発達支援事業所」とあるのは

「多機能型事業所」と、同項第２号ア中「指定児

童発達支援」とあるのは「指定通所支援」と、同

条第２項及び第４項中「指定児童発達支援事業所

」とあるのは「多機能型事業所」と、同項第１号

中「指定児童発達支援」とあるのは「指定通所支

援」と、同条第５項中「指定児童発達支援事業所

」とあるのは「多機能型事業所」と、同条第７項

中「指定児童発達支援」とあるのは「指定通所支

第９０条 多機能型事業所（この条例に規定する事

業のみを行う多機能型事業所に限る。）に係る事

業を行う者に対する第６条第１項から第３項まで

及び第５項、第７条（第３項及び第６項を除く。

）、第６３条、第７３条第１項から第３項まで及

び第５項、第８１条の３第１項並びに第８３条第

１項の規定の適用については、第６条第１項中「

事業所（以下「指定児童発達支援事業所」という。

 ）」とあるのは「多機能型事業所」と、同項第１

号中「指定児童発達支援」とあるのは「指定通所

支援」と、同条第２項中「指定児童発達支援事業

所」とあるのは「多機能型事業所」と、同条第３

項及び第５項中「指定児童発達支援」とあるのは

「指定通所支援」と、第７条第１項中「指定児童

発達支援事業所」とあるのは「多機能型事業所」

と、同項第２号ア中「指定児童発達支援」とある

のは「指定通所支援」と、同条第２項及び第４項

中「指定児童発達支援事業所」とあるのは「多機

能型事業所」と、同項第１号中「指定児童発達支

援」とあるのは「指定通所支援」と、同条第５項

中「指定児童発達支援事業所」とあるのは「多機

能型事業所」と、同条第７項中「指定児童発達支

援」とあるのは「指定通所支援」と、同条第８項

中「指定児童発達支援事業所」とあるのは「多機



援」と、同条第８項中「指定児童発達支援事業所

」とあるのは「多機能型事業所」と、「指定児童

発達支援の」とあるのは「指定通所支援の」と、

第６３条第１項中「事業所（以下「指定医療型児

童発達支援事業所」という。）」とあり、並びに

同項第３号並びに同条第２項及び第３項中「指定

医療型児童発達支援事業所」とあるのは「多機能

型事業所」と、第７３条第１項中「事業所（以下

「指定放課後等デイサービス事業所」という。）

」とあるのは「多機能型事業所」と、同項第１号

中「指定放課後等デイサービス事業所」とあるの

は「多機能型事業所」と、「指定放課後等デイサ

ービスの」とあるのは「指定通所支援の」と、同

条第２項中「指定放課後等デイサービス事業所」

とあるのは「多機能型事業所」と、同条第３項及

び第５項中「指定放課後等デイサービス」とある

のは「指定通所支援」と、第８１条の３第１項中

「事業所（以下「指定居宅訪問型児童発達支援事

業所」という。）」とあるのは「多機能型事業所

」と、第８３条第１項中「事業所（以下「指定保

育所等訪問支援事業所」という。）」とあるのは

「多機能型事業所」とする。

能型事業所」と、「指定児童発達支援の」とある

のは「指定通所支援の」と、第６３条第１項中「

事業所（以下「指定医療型児童発達支援事業所」

という。）」とあり、並びに同条第２項及び第３

項中「指定医療型児童発達支援事業所」とあるの

は「多機能型事業所」と、第７３条第１項中「事

業所（以下「指定放課後等デイサービス事業所」

という。）」とあるのは「多機能型事業所」と、

同項第１号中「指定放課後等デイサービス」とあ

るのは「指定通所支援」と、同条第２項中「指定

放課後等デイサービス事業所」とあるのは「多機

能型事業所」と、同条第３項及び第５項中「指定

放課後等デイサービス」とあるのは「指定通所支

援」と、第８１条の３第１項中「事業所（以下「

指定居宅訪問型児童発達支援事業所」という。）

」とあるのは「多機能型事業所」と、第８３条第

１項中「事業所（以下「指定保育所等訪問支援事

業所」という。）」とあるのは「多機能型事業所

」とする。

２ ［略］ ２ ［略］

第９２条 ［略］ 第９２条 ［略］

   第９章 雑則

 （電磁的記録等）

第９３条 指定障害児通所支援事業者等及びその従

業者は、作成、保存その他これらに類するものの

うち、この条例の規定において書面（書面、書類、

文書、謄本、抄本、正本、副本、複本その他文字、

 図形等人の知覚によって認識することができる情

報が記載された紙その他の有体物をいう。以下こ

の条において同じ。）で行うことが規定されてい

る又は想定されるもの（第１４条第１項（第５５

条の５、第５９条、第７１条、第７８条、第７８

条の２、第８１条、第８１条の９及び第８９条に

おいて準用する場合を含む。）、第１８条（第５

５条の５、第５９条、第７１条、第７８条、第７

８条の２、第８１条、第８１条の９及び第８９条

において準用する場合を含む。）及び次項に規定

するものを除く。）については、書面に代えて、

当該書面に係る電磁的記録（電子的方式、磁気的

方式その他人の知覚によっては認識することがで

きない方式で作られる記録であって、電子計算機

による情報処理の用に供されるものをいう。）に

より行うことができる。

２ 指定障害児通所支援事業者等及びその従業者は、



 交付、説明、同意その他これらに類するもの（以

下「交付等」という。）のうち、この条例の規定

において書面で行うことが規定されている又は想

定されるものについては、当該交付等の相手方の

承諾を得て、当該交付等の相手方が障害児又は通

所給付決定保護者である場合には当該障害児又は

当該通所給付決定保護者に係る障害児の障害の特

性に応じた適切な配慮をしつつ、書面に代えて、

電磁的方法（電子的方法、磁気的方法その他人の

知覚によって認識することができない方法をいう。

 ）によることができる。

 （さいたま市指定障害児入所施設等の人員、設備及び運営の基準等に関する条例の

一部改正）

第９条 さいたま市指定障害児入所施設等の人員、設備及び運営の基準等に関する条

例（平成２４年さいたま市条例第６５号）の一部を次のように改正する。

  次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

 改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。

  ⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。

  ⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。

  ⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。

改正後 改正前

目次 目次

 第１章～第４章 ［略］  第１章～第４章 ［略］

 第５章 雑則（第５９条）

 附則  附則

第５８条 ［略］ 第５８条 ［略］

   第５章 雑則

 （電磁的記録等）

第５９条 指定障害児入所施設等及びその従業者は、

 作成、保存その他これらに類するもののうち、こ

の条例の規定において書面（書面、書類、文書、

謄本、抄本、正本、副本、複本その他文字、図形

等人の知覚によって認識することができる情報が

記載された紙その他の有体物をいう。以下この条

において同じ。）で行うことが規定されている又

は想定されるもの（第１１条（第５８条において



準用する場合を含む。）、第１５条第１項（第５

８条において準用する場合を含む。）及び次項に

規定するものを除く。）については、書面に代え

て、当該書面に係る電磁的記録（電子的方式、磁

気的方式その他人の知覚によっては認識すること

ができない方式で作られる記録であって、電子計

算機による情報処理の用に供されるものをいう。

）により行うことができる。

２ 指定障害児入所施設等及びその従業者は、交付、

 説明、同意その他これらに類するもの（以下「交

付等」という。）のうち、この条例の規定におい

て書面で行うことが規定されている又は想定され

るものについては、当該交付等の相手方の承諾を

得て、当該交付等の相手方が障害児又は入所給付

決定保護者である場合には当該障害児又は当該入

所給付決定保護者に係る障害児の障害の特性に応

じた適切な配慮をしつつ、書面に代えて、電磁的

方法（電子的方法、磁気的方法その他人の知覚に

よって認識することができない方法をいう。）に

よることができる。

 （さいたま市児童福祉施設の設備及び運営の基準に関する条例の一部改正）

第１０条 さいたま市児童福祉施設の設備及び運営の基準に関する条例（平成２４年

さいたま市条例第６６号）の一部を次のように改正する。

  次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

 改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。

  ⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。

  ⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。

  ⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。

改正後 改正前

目次 目次

 第１章～第１４章 ［略］  第１章～第１４章 ［略］

 第１５章 雑則（第１１１条・第１１２条）  第１５章 雑則（第１１１条）

 附則  附則

 （乳児院の長の資格等）  （乳児院の長の資格等）

第２９条 乳児院の長は、次の各号のいずれかに該

当し、かつ、児童福祉施設省令第２２条の２第１

項に規定する厚生労働大臣が指定する者が行う乳

児院の運営に関し必要な知識を習得させるための

研修を受けた者であって、人格が高潔で識見が高

く、乳児院を適切に運営する能力を有するもので

第２９条 乳児院の長は、次の各号のいずれかに該

当し、かつ、児童福祉施設省令第２２条の２第１

項に規定する厚生労働大臣が指定する者が行う乳

児院の運営に関し必要な知識を習得させるための

研修を受けた者であって、人格が高潔で識見が高

く、乳児院を適切に運営する能力を有するもので



なければならない。

 ⑴～⑶ ［略］

⑷ 市長が前３号に掲げる者と同等以上の能力を

有すると認める者であって、次に掲げる期間の

合計が３年以上であるもの又は児童福祉施設省

令第２２条の２第１項第４号に規定する厚生労

働大臣が指定する講習会の課程を修了したもの

ア 法第１２条の３第２項第４号に規定する児

童福祉司（以下「児童福祉司」という。）と

なる資格を有する者にあっては、相談援助業

務（法第１３条第３項第２号に規定する相談

援助業務をいう。以下同じ。）（国、都道府

県又は市町村の内部組織における相談援助業

務を含む。）に従事した期間

イ 社会福祉主事となる資格を有する者にあっ

ては、相談援助業務に従事した期間

ウ ［略］

２ ［略］

なければならない。

 ⑴～⑶ ［略］

⑷ 市長が前３号に掲げる者と同等以上の能力を

有すると認める者であって、次に掲げる期間の

合計が３年以上であるもの又は児童福祉施設省

令第２２条の２第１項第４号に規定する厚生労

働大臣が指定する講習会の課程を修了したもの

ア 法第１２条の３第２項第４号に規定する児

童福祉司（以下「児童福祉司」という。）と

なる資格を有する者にあっては、児童福祉事

業（国、都道府県又は市町村の内部組織にお

ける児童福祉に関する事務を含む。）に従事

した期間

イ 社会福祉主事となる資格を有する者にあっ

ては、社会福祉事業に従事した期間

ウ ［略］

２ ［略］

 （母子生活支援施設の長の資格等）  （母子生活支援施設の長の資格等）

第３７条 母子生活支援施設の長は、次の各号のい

ずれかに該当し、かつ、児童福祉施設省令第２７

条の２第１項に規定する厚生労働大臣が指定する

者が行う母子生活支援施設の運営に関し必要な知

識を習得させるための研修を受けた者であって、

人格が高潔で識見が高く、母子生活支援施設を適

切に運営する能力を有するものでなければならな

い。

 ⑴～⑶ ［略］

⑷ 市長が前３号に掲げる者と同等以上の能力を

有すると認める者であって、次に掲げる期間の

合計が３年以上であるもの又は児童福祉施設省

令第２７条の２第１項第４号に規定する厚生労

働大臣が指定する講習会の課程を修了したもの

ア 児童福祉司となる資格を有する者にあって

は、相談援助業務（国、都道府県又は市町村

の内部組織における相談援助業務を含む。）

に従事した期間

イ 社会福祉主事となる資格を有する者にあっ

ては、相談援助業務に従事した期間

ウ ［略］

２ ［略］

第３７条 母子生活支援施設の長は、次の各号のい

ずれかに該当し、かつ、児童福祉施設省令第２７

条の２第１項に規定する厚生労働大臣が指定する

者が行う母子生活支援施設の運営に関し必要な知

識を習得させるための研修を受けた者であって、

人格が高潔で識見が高く、母子生活支援施設を適

切に運営する能力を有するものでなければならな

い。

 ⑴～⑶ ［略］

⑷ 市長が前３号に掲げる者と同等以上の能力を

有すると認める者であって、次に掲げる期間の

合計が３年以上であるもの又は児童福祉施設省

令第２７条の２第１項第４号に規定する厚生労

働大臣が指定する講習会の課程を修了したもの

ア 児童福祉司となる資格を有する者にあって

は、児童福祉事業（国、都道府県又は市町村

の内部組織における児童福祉に関する事務を

含む。）に従事した期間

イ 社会福祉主事となる資格を有する者にあっ

ては、社会福祉事業に従事した期間

ウ ［略］

２ ［略］

 （児童養護施設の長の資格等）  （児童養護施設の長の資格等）

第５７条 児童養護施設の長は、次の各号のいずれ

かに該当し、かつ、児童福祉施設省令第４２条の

２第１項に規定する厚生労働大臣が指定する者が

行う児童養護施設の運営に関し必要な知識を習得

させるための研修を受けた者であって、人格が高

潔で識見が高く、児童養護施設を適切に運営する

第５７条 児童養護施設の長は、次の各号のいずれ

かに該当し、かつ、児童福祉施設省令第４２条の

２第１項に規定する厚生労働大臣が指定する者が

行う児童養護施設の運営に関し必要な知識を習得

させるための研修を受けた者であって、人格が高

潔で識見が高く、児童養護施設を適切に運営する



能力を有するものでなければならない。

 ⑴～⑶ ［略］

⑷ 市長が前３号に掲げる者と同等以上の能力を

有すると認める者であって、次に掲げる期間の

合計が３年以上であるもの又は児童福祉施設省

令第４２条の２第１項第４号に規定する厚生労

働大臣が指定する講習会の課程を修了したもの

ア 児童福祉司となる資格を有する者にあって

は、相談援助業務（国、都道府県又は市町村

の内部組織における相談援助業務を含む。）

に従事した期間

イ 社会福祉主事となる資格を有する者にあっ

ては、相談援助業務に従事した期間

ウ ［略］

２ ［略］

能力を有するものでなければならない。

 ⑴～⑶ ［略］

⑷ 市長が前３号に掲げる者と同等以上の能力を

有すると認める者であって、次に掲げる期間の

合計が３年以上であるもの又は児童福祉施設省

令第４２条の２第１項第４号に規定する厚生労

働大臣が指定する講習会の課程を修了したもの

ア 児童福祉司となる資格を有する者にあって

は、児童福祉事業（国、都道府県又は市町村

の内部組織における児童福祉に関する事務を

含む。）に従事した期間

イ 社会福祉主事となる資格を有する者にあっ

ては、社会福祉事業に従事した期間

ウ ［略］

２ ［略］

 （職員）  （職員）

第８０条 ［略］ 第８０条 ［略］

２・３ ［略］ ２・３ ［略］

４ 主として難聴児を通わせる福祉型児童発達支援

センターには、第１項に規定する職員及び言語聴

覚士を置かなければならない。ただし、第１項各

号に掲げる施設及び場合に応じ、それぞれ当該各

号に定める職員を置かないことができる。

４ 主として難聴児を通わせる福祉型児童発達支援

センターには、第１項に規定する職員及び言語聴

覚士を置かなければならない。ただし、児童４０

人以下を通わせる施設にあっては栄養士を、調理

業務の全部を委託する施設にあっては調理員を置

かないことができる。

５～９ ［略］ ５～９ ［略］

 （児童心理治療施設の長の資格等）  （児童心理治療施設の長の資格等）

第９１条 児童心理治療施設の長は、次の各号のい

ずれかに該当し、かつ、児童福祉施設省令第７４

条第１項に規定する厚生労働大臣が指定する者が

行う児童心理治療施設の運営に関し必要な知識を

習得させるための研修を受けた者であって、人格

が高潔で識見が高く、児童心理治療施設を適切に

運営する能力を有するものでなければならない。

 ⑴～⑶ ［略］

⑷ 市長が前３号に掲げる者と同等以上の能力を

有すると認める者であって、次に掲げる期間の

合計が３年以上であるもの又は児童福祉施設省

令第７４条第１項第４号に規定する厚生労働大

臣が指定する講習会の課程を修了したもの

ア 児童福祉司となる資格を有する者にあって

は、相談援助業務（国、都道府県又は市町村

の内部組織における相談援助業務を含む。）

に従事した期間

イ 社会福祉主事となる資格を有する者にあっ

ては、相談援助業務に従事した期間

ウ ［略］

２ ［略］

第９１条 児童心理治療施設の長は、次の各号のい

ずれかに該当し、かつ、児童福祉施設省令第７４

条第１項に規定する厚生労働大臣が指定する者が

行う児童心理治療施設の運営に関し必要な知識を

習得させるための研修を受けた者であって、人格

が高潔で識見が高く、児童心理治療施設を適切に

運営する能力を有するものでなければならない。

 ⑴～⑶ ［略］

⑷ 市長が前３号に掲げる者と同等以上の能力を

有すると認める者であって、次に掲げる期間の

合計が３年以上であるもの又は児童福祉施設省

令第７４条第１項第４号に規定する厚生労働大

臣が指定する講習会の課程を修了したもの

ア 児童福祉司となる資格を有する者にあって

は、児童福祉事業（国、都道府県又は市町村

の内部組織における児童福祉に関する事務を

含む。）に従事した期間

イ 社会福祉主事となる資格を有する者にあっ

ては、社会福祉事業に従事した期間

ウ ［略］

２ ［略］



 （児童自立支援施設の長の資格等）  （児童自立支援施設の長の資格等）

第９９条 児童自立支援施設の長は、次の各号のい

ずれかに該当し、かつ、厚生労働省組織規則（平

成１３年厚生労働省令第１号）第６２２条に規定

する児童自立支援専門員養成所（以下この条にお

いて「養成所」という。）が行う児童自立支援施

設の運営に関し必要な知識を習得させるための研

修又はこれに相当する研修を受けた者であって、

人格が高潔で識見が高く、児童自立支援施設を適

切に運営する能力を有するものでなければならな

い。

 ⑴～⑶ ［略］

⑷ 市長が前３号に掲げる者と同等以上の能力を

有すると認める者であって、次に掲げる期間の

合計が５年以上（養成所が行う講習課程を修了

した者にあっては、３年以上）であるもの

ア 児童福祉司となる資格を有する者にあって

は、相談援助業務（国、都道府県、地方自治

法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の

１９第１項の指定都市又は法第５９条の４第

１項の児童相談所設置市の内部組織における

相談援助業務を含む。）に従事した期間

イ 社会福祉主事となる資格を有する者にあっ

ては、相談援助業務に従事した期間

ウ ［略］

２ ［略］

第９９条 児童自立支援施設の長は、次の各号のい

ずれかに該当し、かつ、厚生労働省組織規則（平

成１３年厚生労働省令第１号）第６２２条に規定

する児童自立支援専門員養成所（以下この条にお

いて「養成所」という。）が行う児童自立支援施

設の運営に関し必要な知識を習得させるための研

修又はこれに相当する研修を受けた者であって、

人格が高潔で識見が高く、児童自立支援施設を適

切に運営する能力を有するものでなければならな

い。

 ⑴～⑶ ［略］

⑷ 市長が前３号に掲げる者と同等以上の能力を

有すると認める者であって、次に掲げる期間の

合計が５年以上（養成所が行う講習課程を修了

した者にあっては、３年以上）であるもの

ア 児童福祉司となる資格を有する者にあって

は、児童福祉事業（国、都道府県、地方自治

法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の

１９第１項の指定都市又は法第５９条の４第

１項の児童相談所設置市の内部組織における

児童福祉に関する事務を含む。）に従事した

期間

イ 社会福祉主事となる資格を有する者にあっ

ては、社会福祉事業に従事した期間

ウ ［略］

２ ［略］

 （電磁的記録）

第１１２条 児童福祉施設及びその職員は、記録、

作成その他これらに類するもののうち、この条例

の規定において書面（書面、書類、文書、謄本、

抄本、正本、副本、複本その他文字、図形等人の

知覚によって認識することができる情報が記載さ

れた紙その他の有体物をいう。以下この条におい

て同じ。）で行うことが規定されている又は想定

されるものについては、書面に代えて、当該書面

に係る電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その

他人の知覚によっては認識することができない方

式で作られる記録であって、電子計算機による情

報処理の用に供されるものをいう。）により行う

ことができる。

 （さいたま市家庭的保育事業等の設備及び運営の基準に関する条例の一部改正）

第１１条 さいたま市家庭的保育事業等の設備及び運営の基準に関する条例（平成２

６年さいたま市条例第５５号）の一部を次のように改正する。

  次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、



 改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。

  ⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。

  ⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。

  ⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。

改正後 改正前

目次 目次

 第１章～第５章 ［略］  第１章～第５章 ［略］

 第６章 雑則（第４９条）

 附則  附則

第４８条 ［略］ 第４８条 ［略］

   第６章 雑則

 （電磁的記録）

第４９条 家庭的保育事業者等及びその職員は、記

録、作成その他これらに類するもののうち、この

条例の規定において書面（書面、書類、文書、謄

本、抄本、正本、副本、複本その他文字、図形等

人の知覚によって認識することができる情報が記

載された紙その他の有体物をいう。以下この条に

おいて同じ。）で行うことが規定されている又は

想定されるものについては、書面に代えて、当該

書面に係る電磁的記録（電子的方式、磁気的方式

その他人の知覚によっては認識することができな

い方式で作られる記録であって、電子計算機によ

る情報処理の用に供されるものをいう。）により

行うことができる。

   附 則

 （施行期日）

１ この条例は、令和３年７月１日から施行する。ただし、第２条の規定、第８条中

さいたま市指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営の基準等に関する条例第６

条第５項、第７条第７項、第７３条第５項及び第９０条第１項の改正並びに第１０

条中さいたま市児童福祉施設の設備及び運営の基準に関する条例（以下「設備運営

条例」という。）第８０条第４項の改正は公布の日から、第１０条中設備運営条例

第２９条第１項、第３７条第１項、第５７条第１項、第９１条第１項及び第９９条

第１項の改正は令和４年４月１日から施行する。



 （経過措置）

２ 第１０条中設備運営条例第２９条第１項、第３７条第１項、第５７条第１項、第

 ９１条第１項及び第９９条第１項の改正の施行の際現に乳児院、母子生活支援施設、

 児童養護施設、児童心理治療施設及び児童自立支援施設の長（以下この項において

「乳児院等の長」という。）として勤務している者については、この条例による改

正後の設備運営条例に規定する乳児院等の長として勤務している者とみなす。


